
養護者による高齢者虐待対応の対応手順（全体フロー図 1/2） 

 

 
 

  高齢者、養護者、虐待の発見者・発見した関係機関等 

相
談 

通
報 

届
出 

【相談・通報・届出の受付】 

【受付記録の作成】 
【相談・通報・届出の受付】 

【受付記録の作成】 

 関係機関 
窓口 

虐待の疑いはない 

と判断した事例 

 

※受け付けた組織内の複数の職員で、対応が必要な可能性を判断   

【初回相談の内容の共有と、事実確認を行うための協議】 

 

庁内関係部署、関係機 
関からの情報収集 

関係機関、関係者等 
からの情報収集 

役割分担 

【訪問調査】 
高齢者の安全、虐待が疑われる事実についての確認 

情報の整理 

【虐待の有無の判断】 
【緊急性の判断】 

虐待が疑われる事実や権利侵害の事実が確認されなかった場合 

 【対応方針の決定】 
総合的な対応方針、今後の対応や目標、役割分担と期限の決定 

 対応方針に沿った対応の実施 
高齢者の安全確保、追加的な情報収集の実施 

 

   対応の結果 
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届
出
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市町村担当部署 地域包括支援センター 関係機関 

 関係者 
関係機関 

通報等 

対応 
依頼 

 対応 
報告 

関係者 
関係機関 

虐待の疑いはない 

が、地域包括支援 

センターとして相 

談を継続する必要 

があると判断した 

事例 

 
 
 

事
実
確
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初
動
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評
価
会
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対
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方
針
の
決
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【虐待の疑いについての協議】  【虐待の疑いについての協議】 

・聞き取りのみ 
・情報提供・助言 
・他機関への取次・ 
あっせん 

・権利養護対応 
（虐待対応を除く） 
・包括的・継続的 
ケアマネジメント 
支援 

収集した情報が十分で 
なく、虐待が疑われる 
事実や高齢者の権利を 
侵害する事実が確認で 
きていないため、虐待 
の有無が判断できない 
場合 

 【立入調査】 
【高齢者の保護】 

【やむを得ない事由による措置】 

【成年後見制度の市町村長申立】 

状況に応じ、適切な

ものを選択して介入

します。 

【対応の実施状況及び虐待が解消したかどうかの確認】 
・対応の実施状況（設定した目標に対して、誰が、どのように 

取り組んだか及び確認した事実と日付 

・目標及び対応方法の変更の必要性の有無 

・虐待の状況と高齢者や養護者の意向や状況 

・養護者支援の必要性 

  ⇒対応の終結/対応の継続/アセスメントや方針の見直し 

についての検討 

虐
待
の
有
無
の
判
断
・
緊
急
性
の
判
断
・ 
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養護者による高齢者虐待対応の対応手順（全体フロー図 2/2） 
  

現在の虐待対応計画の内容 
を継続しながら個別の課題 
や目標設定を変更する 

   

対 

応 

段 

階 

 
 

 
 
 

市町村担当部署 地域包括支援センター 関係機関 対応の結果 

【情報収集と虐待発生要因・課題の整理】 
虐待発生要因の明確化・ 

高齢者が安心して生活を送るための環境整備に向けた課題 
やニーズの明確化 

虐待が解消していない場合 

虐待対応を継続 

虐待発生の要因分析及び 
虐待対応計画の見直し 

情
報
収
集
と
虐
待
発
生 

要
因
・
課
題
の
整
理 

【虐待対応計画(案)の作成】 
総合的な対応方針、課題や目標、役割分担と期限の設定、 

関与を依頼する関係機関の選定 

対
応
段
階
の
評
価
会
議 

【虐待対応計画の作成】 
事前に作成して虐待対応計画(案)の内容を協議・決定 

虐待対応計画に沿った対応の実施 
虐待の解消、高齢者が安心して生活を送るための環境整備に向けて必要な対応の実施 

 

【対応の実施状況及び虐待が解消したかどうかの確認】 
・対応の実施状況（設定した目標に対して、誰が、どのように 

取り組んだか）及び確認した事実と日付 
・目標及び対応方法の変更の必要性の有無 
・虐待の状況と高齢者や養護者の意向や状況 
・養護者支援の必要性 
  ⇒対応の終結/対応の継続/アセスメントや方針の見直し 

についての検討 

   
虐待対応を継続  

虐待対応として取り 
組む必要がない場合 関係機関への関与の 

引き継ぎ 

・権利養護対応 
（虐待対応を除く） 
・包括的・継続的 

ケアマネジメント 
支援 

 
 
 

虐
待
対
応
の 

終
結 

【虐待対応の終結】 

終 

結 

段 

階 

 

【高齢者が安心して生活を送るための環境の整備状況の確認】 
・虐待対応として取り組む必要性についての検討 

虐待が解消していない場合   

虐待対応として取り 
組む必要がない場合 
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都道府県が指定権限を有する介護保険施設・事業所の場合 

 

市町村 

関連情報の確認 

事実確認の準備等 

協力依頼による調査 

（高齢者虐待防止法） 
実地指導 

（介保法第 23 条） 

施設・事業所への 

調査協力依頼 

都道府県 

施設・事業所への 

事実確認 
施設・事業所への 

監査（立入検査等） 

監査へ切り換え 

都道府県 

都道府県への報告 

改善計画書の提出要請 

（市町村・都道府県） 

文書により調査結果を通知、改善計

画の提出を求める 

終結の判断 

【改善勧告】 
文書により基準を遵守すべきこ
とを勧告し、期限内に文書によ
り報告を求める。 

【改善命令】 
期限を定めて、勧告に係る措置
をとるべきことを命令。期限内
に文書による報告を求める。 

【指定の効力の全部 
または一部停止】 

【指定の取消】 

正当な理由なく勧告に係る

措置をとらなかった場合 

命令に従わなかった場合、聴

聞・弁明機会を付与し以下へ 

一連の権限行使を行っても

是正されず、指定継続が看

過できない場合 

利用者の生命や身
心の安全に危害を

及ぼすおそれあり 

※権限行使は必ずしも上記の順に行うもの

ではありませんが、ここでは権限の強さを

示す意味で上記のように記載しています。 

応答が得られた場合 

拒否された場合 

報告 

（省略） 

都道府県による調査 
介護保険法、

老人福祉法の
立入調査権限 

連絡 

監査（立入検査等） 

（介保法第 76 条等） 

合同調査 
（必要に応じ） 

状況を都道府県へ報告 

介護保険法による
権限行使 

改善勧告に至らないが
改善を要すると認めら

れた事項 

 

[フロー図について] 

ここで示す対応フロー図は、市町村・都道府

県が有する介護保険法・老人福祉法上の権限の

違いを明確にするため、３種類に分けて示して

います。 

 ただし、通報等が寄せられた際に市町村・都

道府県が対応すべき内容に基本的な違いがある

わけではありません。 

 
改善・是正状況の確認 

（モニタリング・評価） 

 
虐待の有無の判断、緊急性の判断 

（高齢者の安全を確保するための措置） 

 
通
報
等 
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市町村が指定権限を有する地域密着型介護保険事業所の場合 

 

  

協力依頼による調査 

（高齢者虐待防止法） 
実地指導 

（介保法第 23 条） 

都道府県 

都道府県への報告 

改善計画書の提出要請 

文書により調査結果を通知、改善計画

の提出を求める 

事実確認に入るまでは他の介護保険事業所と

同様。事実確認実施後の権限行使は、市町村

では介護保険法に基づき、都道府県は老人福

祉法に基づいて実施する。 

関連情報の確認 

事実確認の準備等 

市町村 

応答が得られた場合 監査へ切り換え 

施設・事業所への 

監査（立入検査等） 
施設・事業所への 

事実確認 

利用者の生命や身
心の安全に危害を

及ぼすおそれあり 

拒否された場合 

状況を都道府県へ報告 

都道府県による調査 

連絡 

老人福祉法第 18 条 

（省略） 

合同調査 
（必要に応じ） 

監査（立入検査等） 

（老人福祉法第 18 条）

報告 

終結の判断 

 

改善勧告に至らない
が改善を要すると認
められた事項 

介護保険法による
権限行使 

虐待の有無の判断、緊急性の判断 

（高齢者の安全を確保するための措置） 

改善勧告が必要な場合 

正当な理由なく勧告に係る

措置をとらなかった場合 

命令に従わなかった場合、聴

聞・弁明機会を付与し以下へ 

一連の権限行使を行っても

是正されず、指定継続が看

過できない場合 

監査（立入検査等） 

（介保法第 78 条の 7） 

※権限行使は必ずしも

上記の順に行うもので

はありませんが、ここ

では権限の強さを示す

意味で上記のように記

載しています。 

老人福祉法による
権限行使 

 
通
報
等 

【指定の取消】 

【改善命令】 
期限を定めて、必要
な措置をとるべきこ
とを命令 

【事業の制限 
又は停止】 

【改善勧告】 
文書により基準を遵守すべき
ことを勧告し、期限内に文書

により報告を求める。 

【改善命令】 
期限を定めて、勧告に係る措置
をとるべきことを命令。期限内
に文書による報告を求める。 

【指定の効力の全部 
または一部停止】 

都道府県 

施設・事業所への 

調査協力依頼 

改善・是正状況の確認 

（モニタリング・評価） 
 

改善・是正状況の確認 

（モニタリング・評価） 
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介護保険事業所として未指定の養護老人ホーム、有料老人ホーム（含む未届施設）の場合 

 

  

指導検査（一般検査） 

（老福法第 18 条第 2項） 

都道府県への報告 

当該ホームが市町村による調査協力依頼に応じない場合は、権限を有する都道府県が

主体となって事実確認の実施にあたり、事実確認後の対応（＝入居者の安全確保、当

該ホームへの指導等）については市町村と役割分担して対応にあたる。 

拒否され

た場合 

連絡・報告 

【事業の停止若しくは廃止】 

【指定の取消】 

老人福祉法による
権限行使 

 
通
報
等 

改善報告書の提出要請 

文書により調査結果または指導結果を通知、改善報告書 

の提出を求める 

指導検査（一般検査） 

（老福法第 29 条第 9項） 

関連情報の確認等 

協力依頼による調査 

（高齢者虐待防止法） 

都道府県 

養護老人ホーム 有料老人ホーム 

状況を都道府県
へ報告 

利用者の生命や身
心の安全に危害を

及ぼすおそれあり 

応諾が得られた場合 

 
虐待の有無の判断、緊急性の判断 

（高齢者の安全を確保するための措置） 

終結の判断 

 
改善・是正状況の確認 

（モニタリング・評価） 

正当な理由なく指導内容に係る
改善措置をとらなかった場合 

（以下は養護老人ホームのみ） 

一連の権限行使を行っても
是正されず、指定継続が看

過できない場合 

市町村 

施設への 

調査協力依頼 

施設への事実確認 
施設への監査（立入検査等） 

 【改善命令】 
期限を改めて、勧告に係る措置を
とるべきことを命令。期限内に文
書による報告を求める。 

 

改善計画書の提出要請 

文書により調査結果を通知、改善

計画の提出を依頼 
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